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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載していません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していません。 

４．第73期中以外の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め、記載していません。 

５．第72期の１株当たり配当額には記念配当２円が含まれています。 

６．第73期の１株当たり配当額には記念配当３円が含まれています。 

７．純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しています。 

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 6,729,152 9,683,224 8,592,953 13,411,951 20,693,335 

経常利益（千円） 1,202,990 1,394,490 1,026,791 2,016,310 3,169,324 

中間（当期）純利益（千円） 429,149 793,738 567,484 751,620 1,867,571 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 503,125 615,625 1,003,125 503,125 1,003,125 

発行済株式総数（千株） 10,062.5 10,186.1 10,821.7 10,062.5 10,821.7 

純資産額（千円） 3,489,882 4,714,667 6,815,821 3,990,664 6,505,703 

総資産額（千円） 14,646,956 19,825,888 16,919,042 15,055,743 18,640,237 

１株当たり純資産額（円） 347.16 463.50 630.91 392.52 602.08 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
42.69 78.66 52.52 70.20 180.28 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ 76.48 － － － 

１株当たり配当額（円） － 6.00 7.00 10.00 18.00 

自己資本比率（％） 23.8 23.8 40.3 26.5 34.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
283,810 △1,148,972 △703,381 685,682 1,135,121 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△278,885 △304,695 △420,891 △472,301 △682,366 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△256,800 953,218 △272,029 △1,051,920 908,028 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
3,287,645 2,200,570 2,665,773 2,700,986 4,062,665 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

228 

(－)

245 

(9)

257 

(8)

235 

(8)

244 

(9)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は当中間会計期間の平均人員を（ ）外

数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 257（８） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期は、昨年末よりの、液晶パネル用フイルムメーカーの広幅フイルムへの移行の時期の見極めにより、業

界全体の設備投資の時期が大きく遅れました。その結果、当社も液晶テレビおよびプラズマテレビ向け光学フイル

ム用製造装置の受注高で少なからぬ影響を受けました。 

 しかし、依然として当業界における潜在的な設備投資意欲には強いものが感じられます。当社では、2008年開催

の北京オリンピックおよび2011年の地上波デジタル放送への移行に伴う、消費者の買い替え需要に対応するための

光学フイルムメーカーの大型設備投資に十分対応できる生産基盤が整い、前期に発行した新株予約権付社債によ

り、平成19年９月に2,400㎡の準クリーンレベルの組立工場を、現滋賀工場敷地内に新築し、生産能力の向上とし

て25％以上が期待できるように対応致しました。 

 次に、第２の事業柱としては、二次電池が急速な技術開発により太陽光発電、風力発電、ハイブリッドカーおよ

び電気自動車などに、ますます採用されるものと期待し、二次電池向け電極製造装置の研究開発にも投資をしてま

いります。また、新しい塗工方式として平成19年４月の東京ビッグサイトにおける「コンバーティング機材・特殊

印刷展」に出展いたしましたインクジェット方式の薄膜塗工装置INVEXデジタルコーターは、大変好評で注目を集

めました。今後もお客様のニーズを的確にとらえ、新製品や新技術の研究開発に努め、ベストソリューションの提

案をしてまいります。 

  売上高は、85億92百万円(前期比11.3％減)となりました。これは主に液晶パネル用フイルムメーカーの設備投資

が一時的に抑制されたことによるものです。また、輸出売上高は、29億74百万円(前期比114.9％増)となりまし

た。これは主に光学系および電子材料系の中でも特に光学系フイルム用塗工乾燥装置が伸びたためです。 

 売上総利益率は、16.6％（前期比1.6ポイント減）となりました。これは主に特定の製番に手直し工事が発生

し、予想以上の原価が発生したことによるものです。 

 販売費及び一般管理費は、４億３百万円(前期比10.1％増)となりました。これは主に東京ビッグサイトでの展示

会費、内部統制の構築費用の増加によるものです。その結果、営業利益10億22百万円(前期比26.6％減)、中間純利

益５億67百万円(前期比28.5％減)となりました。 

  受注高は、56億95百万円(前期比37.9％減)、受注残高は、102億24百万円(前期比39.8％減)となりました。これ

は主に液晶パネル用フイルムメーカーが設備投資を抑制したことによるものです。また、輸出受注高は、６億67百

万円（前期比74.0％減）、輸出受注残高は、14億31百万円（前期比68.6％減）となりました。これは主に韓国・台

湾において液晶パネル用フイルムメーカーの製品供給過剰による価格の下落に嫌気した一時的な設備投資の抑制に

よるものと考えられます。 

 なお、上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、26億65百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果使用した資金は、７億３百万円(前年同期は、使用した資金11億48百万円)となりました。これ

は主に前受金、仕入債務の減少および法人税等の支払いによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果使用した資金は、４億20百万円(前年同期は、使用した資金３億４百万円)となりました。これ

は主に準クリーンレベルの組立工場の建設および新たに3銘柄の投資有価証券を取得したことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果使用した資金は、２億72百万円(前年同期は、得られた資金９億53百万円)となりました。これ

は主に長期借入金の返済および平成19年3月期の期末配当金の支払いによるものです。       



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）受注状況 

 （注）１．金額は販売価格によっています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

事業部門等の名称 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

紙フイルム加工機（千円） 7,618,125 72.6 

化工機（千円） 7,766 23.7 

その他（千円） 139,782 34.5 

合計（千円） 7,765,673 71.0 

事業部門等の名称 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

紙フイルム加工機 4,332,496 50.6 8,957,321 55.2 

化工機 208,710 72.9 207,550 72.9 

その他 1,154,786 346.8 1,059,146 232.2 

合計 5,695,992 62.1 10,224,017 60.2 



(3）販売実績 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれていません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりです。 

３．主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は、次のとおりです。 

４．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

※上記金額には消費税等は含まれていません。 

事業部門等の名称 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

紙フイルム加工機（千円） 8,433,212 90.7 

化工機（千円） 9,760 35.4 

その他（千円） 149,981 41.5 

合計（千円） 8,592,953 88.7 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 

1,384,120 14.3 2,974,332 34.6 

輸出先 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

輸出先 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

台湾（％） 43.7 韓国（％） 53.8 

韓国（％） 35.7 台湾（％） 29.8 

中国（％） 19.3 中国（％） 16.4 

その他（％） 1.3     

合計（％） 100.0 合計（％） 100.0 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 相手先 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

椿本興業株式会社 5,141,258 53.1 椿本興業株式会社 4,638,560 54.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、一品一様の100％受注生産形態を採用していますので、ユーザーより新製品開発のための様々な仕様の要

求が常時引き合いとして発生します。従って特定のテーマを決めて開発活動するのとは異なり、これらに対応すべ

く、社内に専従員の開発担当者を置き、引き合いのあった機器担当グループと共同開発を行っています。 

 また、今年４月に東京ビッグサイトで開催されました「コンバーティング機材・特殊印刷展」に新しい塗工方式と

してインクジェット方式の薄膜塗工装置INVEXデジタルコーターを出展し、滋賀工場内にはクリーン度をクラス100に

高めた第４号実験設備を設置し、ユーザーの要求に合わせたテストを実施しています。 

 なお、当中間会計期間中開発に要した費用は総額32,998千円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは次のとおり

です。 

①滋賀工場内に組立工場が平成19年９月に完成しました。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 10,821,720 10,821,720 
大阪証券取引所 

市場第２部 
－ 

計 10,821,720 10,821,720 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 10,821,720 － 1,003,125 － 515,858 



(5）【大株主の状況】 

 （注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、す

べて信託業務に係るものです。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれています。また、「議決

権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれています。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 835 7.71 

イノキン取引先持株会 大阪市中央区久太郎町２丁目５番28号 818 7.55 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４番６号 435 4.01 

東京産業株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 410 3.78 

富士火災海上保険株式会社 大阪市中央区南船場１丁目18番11号 402 3.71 

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１番38号 321 2.97 

井上金属工業従業員持株会 大阪市中央区久太郎町２丁目５番28号 321 2.96 

井上 弘子 兵庫県西宮市 281 2.60 

日本ウェーブロック株式会社 東京都中央区明石町８－１ 248 2.29 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 206 1.90 

計 － 4,278 39.53 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    18,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式10,752,000 10,752 － 

単元未満株式 普通株式  51,720 － － 

発行済株式総数 10,821,720 － － 

総株主の議決権 － 10,752 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高、 低株価は、大阪証券取引所市場第２部によるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

井上金属工業株式会社 
大阪市中央区久太郎

町２丁目５番28号 
18,000 － 18,000 0.17 

計 － 18,000 － 18,000 0.17 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 1,300 1,241 1,120 1,123 1,010 800 

低（円） 1,140 851 880 936 660 655 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき当中間会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、暁監査法人による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金 ＊２ 2,300,570 2,765,773 4,162,665   

２．受取手形 ＊４ 5,235,310 2,460,650 3,551,929   

３．売掛金   3,480,291 4,005,755 3,181,676   

４. たな卸資産   3,940,699 1,991,997 2,674,088   

５．その他 ＊３ 273,770 313,853 341,458   

流動資産合計     15,230,642 76.8 11,538,030 68.2   13,911,818 74.6

Ⅱ 固定資産         

(1）有形固定資産 ＊1・2       

１．建物   500,367 1,122,933 527,914   

２．機械及び装置   384,152 403,226 436,804   

３．土地   1,729,386 1,836,929 1,727,449   

４．その他   186,508 200,479 224,076   

有形固定資産合計   2,800,415 3,563,569 2,916,246   

(2）無形固定資産   14,908 41,172 42,259   

(3）投資その他の資産         

１．投資有価証券 ＊２ 1,501,702 1,457,877 1,535,142   

２．その他   296,719 336,894 253,270   

貸倒引当金   △18,500 △18,500 △18,500   

投資その他の資産合計   1,779,921 1,776,271 1,769,913   

固定資産合計     4,595,245 23.2 5,381,012 31.8   4,728,418 25.4

資産合計     19,825,888 100.0 16,919,042 100.0   18,640,237 100.0 

                  

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形   6,407,931 4,179,841 4,941,523   

２．買掛金   1,532,227 1,557,199 976,877   

３. 1年以内償還予定の社
債 

  － 220,000 －   

４．短期借入金 ＊２ 667,300 914,140 928,340   

５．未払法人税等   596,596 415,141 932,544   

６．前受金   2,628,661 681,763 1,938,009   

７．賞与引当金   141,929 163,747 139,502   

８．役員賞与引当金   31,000 23,232 70,800   

９．その他 ＊３ 147,183 482,574 360,960   

流動負債合計     12,152,829 61.3 8,637,640 51.1   10,288,558 55.2

Ⅱ 固定負債         

１．社債   995,000 － 220,000   

２．長期借入金 ＊２ 546,050 188,100 314,320   

３．再評価に係る繰延税金
負債 

  628,436 627,650 627,650   

４．退職給付引当金   733,796 531,577 554,927   

５．役員退職慰労引当金   55,107 － 59,662   

６. その他   － 118,252 69,415   

固定負債合計     2,958,390 14.9 1,465,580 8.6   1,845,975 9.9

負債合計     15,111,220 76.2 10,103,220 59.7   12,134,533 65.1

              

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     615,625 3.1 1,003,125 5.9   1,003,125 5.4

２．資本剰余金         

(1）資本準備金   128,358 515,858 515,858   

資本剰余金合計     128,358 0.6 515,858 3.0   515,858 2.8

３．利益剰余金         

(1）利益準備金   109,922 109,922 109,922   

(2）その他利益剰余金         

退職給与積立金   6,000 6,000 6,000   

別途積立金   1,560,000 3,160,000 1,560,000   

繰越利益剰余金   932,139 783,911 1,946,091   

利益剰余金合計     2,608,062 13.2 4,059,834 24.0   3,622,014 19.4

４．自己株式     △9,198 △0.0 △14,334 △0.0   △12,129 △0.1

株主資本合計     3,342,847 16.9 5,564,483 32.9   5,128,868 27.5

Ⅱ 評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金 

    426,066 2.1 306,735 1.8   432,232 2.3

２．土地再評価差額金     945,753 4.8 944,602 5.6   944,602 5.1

評価・換算差額等合計     1,371,820 6.9 1,251,338 7.4   1,376,834 7.4

純資産合計     4,714,667 23.8 6,815,821 40.3   6,505,703 34.9

負債純資産合計     19,825,888 100.0 16,919,042 100.0   18,640,237 100.0 

         



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,683,224 100.0 8,592,953 100.0   20,693,335 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,923,341 81.8 7,166,724 83.4   16,801,477 81.2

売上総利益   1,759,883 18.2 1,426,229 16.6   3,891,858 18.8

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

  366,563 3.8 403,591 4.7   738,921 3.6

営業利益   1,393,319 14.4 1,022,638 11.9   3,152,936 15.2

Ⅳ 営業外収益 ＊１ 27,364 0.3 22,661 0.2   70,366 0.3

Ⅴ 営業外費用 ＊２ 26,194 0.3 18,509 0.2   53,978 0.3

経常利益   1,394,490 14.4 1,026,791 11.9   3,169,324 15.2

Ⅵ 特別利益 ＊３ 90 0.0 2,622 0.0   90 0.0

Ⅶ 特別損失 ＊4・5 269 0.0 9,188 0.0   8,978 0.0

税引前中間
(当期)純利益 

  1,394,311 14.4 1,020,225 11.9   3,160,437 15.2

法人税、住民
税及び事業税 

  593,747   407,281 1,313,390   

法人税等調整
額 

  6,825 600,573 6.2 45,460 452,741 5.3 △20,524 1,292,866 6.2

中間(当期)純
利益 

  793,738 8.2 567,484 6.6   1,867,571 9.0

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 退職給与

積立金 
別途 

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

503,125 15,858 15,858 109,922 6,000 910,000 934,896 1,960,819 △6,392 2,473,409

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 112,500 112,500 112,500 － － － － － － 225,000

別途積立金の積立て（注） － － － － － 650,000 △650,000 － － －

剰余金の配当（注） － － － － － － △100,495 △100,495 － △100,495

役員賞与（注） － － － － － － △46,000 △46,000 － △46,000

中間純利益 － － － － － － 793,738 793,738 － 793,738

自己株式の取得 － － － － － － － － △2,805 △2,805

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

112,500 112,500 112,500 － － 650,000 △2,756 647,243 △2,805 869,437

平成18年９月30日残高 
（千円） 

615,625 128,358 128,358 109,922 6,000 1,560,000 932,139 2,608,062 △9,198 3,342,847

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地 
再評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

571,501 945,753 1,517,254 3,990,664 

中間会計期間中の変動額     

新株の発行 － － － 225,000 

別途積立金の積立て（注） － － － － 

剰余金の配当（注） － － － △100,495 

役員賞与（注） － － － △46,000 

中間純利益 － － － 793,738 

自己株式の取得 － － － △2,805 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△145,434 － △145,434 △145,434 

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

△145,434 － △145,434 724,003 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

426,066 945,753 1,371,820 4,714,667 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 退職給与

積立金 
別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

1,003,125 515,858 515,858 109,922 6,000 1,560,000 1,946,091 3,622,014 △12,129 5,128,868

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立て － － － － － 1,600,000 △1,600,000 － － －

剰余金の配当 － － － － － － △129,664 △129,664 － △129,664

中間純利益 － － － － － － 567,484 567,484 － 567,484

自己株式の取得 － － － － － － － － △2,204 △2,204

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合
計（千円） 

－ － － － － 1,600,000 △1,162,180 437,819 △2,204 435,615

平成19年９月30日残高 
（千円） 

1,003,125 515,858 515,858 109,922 6,000 3,160,000 783,911 4,059,834 △14,334 5,564,483

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地 
再評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

432,232 944,602 1,376,834 6,505,703 

中間会計期間中の変動額     

別途積立金の積立て － － － － 

剰余金の配当 － － － △129,664 

中間純利益 － － － 567,484 

自己株式の取得 － － － △2,204 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△125,496 － △125,496 △125,496 

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

△125,496 － △125,496 310,118 

平成19年９月30日残高 
（千円） 

306,735 944,602 1,251,338 6,815,821 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 退職給与

積立金 
別途 

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

503,125 15,858 15,858 109,922 6,000 910,000 934,896 1,960,819 △6,392 2,473,409

事業年度中の変動額         

新株の発行 500,000 500,000 500,000 － － － － － － 1,000,000

別途積立金の積立て（注） － － － － － 650,000 △650,000 － － －

剰余金の配当（注） － － － － － － △100,495 △100,495 － △100,495

剰余金の配当 － － － － － － △61,030 △61,030 － △61,030

役員賞与（注） － － － － － － △46,000 △46,000 － △46,000

当期純利益 － － － － － － 1,867,571 1,867,571 － 1,867,571

自己株式の取得 － － － － － － － － △5,736 △5,736

土地再評価差額金取崩額 － － － － － － 1,150 1,150 － 1,150

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

500,000 500,000 500,000 － － 650,000 1,011,195 1,661,195 △5,736 2,655,458

平成19年３月31日残高 
（千円） 

1,003,125 515,858 515,858 109,922 6,000 1,560,000 1,946,091 3,622,014 △12,129 5,128,868

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地 
再評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

571,501 945,753 1,517,254 3,990,664 

事業年度中の変動額     

新株の発行 － － － 1,000,000 

別途積立金の積立て（注） － － － － 

剰余金の配当（注） － － － △100,495 

剰余金の配当 － － － △61,030 

役員賞与（注） － － － △46,000 

当期純利益 － － － 1,867,571 

自己株式の取得 － － － △5,736 

土地再評価差額金取崩額 － － － 1,150 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△139,269 △1,150 △140,419 △140,419 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△139,269 △1,150 △140,419 2,515,038 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

432,232 944,602 1,376,834 6,505,703 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   1,394,311 1,020,225 3,160,437

減価償却費   64,278 75,548 140,500

減損損失   － － 1,936

投資有価証券評価損   － － 1,028

貸倒引当金の増減額（減少：△）   900 － 900

受取利息及び受取配当金   △11,234 △14,886 △17,572

支払利息   10,562 9,915 21,563

為替差損（差益：△）   △32 589 △896

役員退職慰労引当金戻入益   － △2,622 －

固定資産処分益   △90 － △90

固定資産処分損   269 － －

固定資産除却損   － 9,121 3,854

固定資産売却損   － 66 269

売上債権の増減額（増加：△）   △4,418,154 267,200 △2,436,157

たな卸資産の増減額（増加：△）   △954,107 682,090 312,504

未収消費税等の増減額（増加：△）   127,147 △10,985 139,318

その他資産の増減額（増加：△）   18,424 9,810 15,146

仕入債務の増減額（減少：△）   2,466,505 △307,462 573,092

前受金の増減額（減少：△）   629,602 △1,256,246 △61,048

未払消費税等の増減額（減少：△）   28,666 △195,389 195,389

賞与引当金の増減額（減少：△）   34,988 24,245 32,561

役員賞与引当金の増減額（減少：
△） 

  31,000 △47,568 70,800

役員賞与の支払額   △46,000 － △46,000

退職給付引当金の増減額（減少：
△） 

  △17,838 △23,349 △196,708

役員退職慰労引当金の増減額（減
少：△） 

  △7,223 △57,040 △2,668

その他負債の増減額（減少：△）   △24,535 34,311 90,811

その他   10,392 8,012 18,452

小計   △662,167 225,587 2,017,422

利息及び配当金の受取額   11,234 14,886 17,572

利息の支払額   △10,562 △9,915 △21,563

法人税等の支払額   △487,477 △933,940 △878,309

営業活動によるキャッシュ・フロー   △1,148,972 △703,381 1,135,121

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出   △60,720 △134,008 △84,810

有形固定資産の取得による支出   △205,500 △732,066 △403,344

有形固定資産の売却による収入   471 7 471

設備手形の増減額（減少：△）   112,301 166,201 △113,062

設備関係未払金の増減額（減少：
△） 

  △143,470 161,086 △46,451

無形固定資産の取得による支出   △2,650 △2,947 △31,569

その他   △5,127 120,835 △3,600

投資活動によるキャッシュ・フロー   △304,695 △420,891 △682,366

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（減少：△）   △30,000 － △30,000

長期借入金の借入による収入   250,000 － 450,000

長期借入金の返済による支出   △169,740 △140,420 △340,430

社債発行による収入   1,000,000 － 1,000,000

自己株式の取得による支出   △2,805 △2,204 △5,736

配当金の支払額   △94,235 △129,405 △165,804

財務活動によるキャッシュ・フロー   953,218 △272,029 908,028

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   32 △589 896

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：
△） 

  △500,416 △1,396,892 1,361,679

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,700,986 4,062,665 2,700,986

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

＊１ 2,200,570 2,665,773 4,062,665

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

  その他有価証券 

① 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）有価証券 

  その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

  その他有価証券 

① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売買原価は移動平均法

により算定） 

  ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

② 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

半製品・仕掛品…個別原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

  原材料・貯蔵品… 終仕入原

価法 

    

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法） 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法） 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法） 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

  建物      15～49年 

機械及び装置    12年 

────── 

建物      15～50年 

機械及び装置   3～12年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しています。 

これによる営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益に与

える影響金額は、軽微です。 

（追加情報） 

法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上してい

ます。 

これによる営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益に与

える影響金額は、軽微です。 

建物      15～50年 

機械及び装置   3～12年 

────── 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いています。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

      定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を

計上しています。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備え

て、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してい

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上していま

す。 

  (3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額

の当中間会計期間負担額を計

上しています。 

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額

の当中間会計期間負担額を計

上しています。 

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額の当事業年度末負担額

を計上しています。 

  （会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用していま

す。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、

それぞれ31,000千円減少して

います。 

────── （会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しています。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、

それぞれ70,800千円減少して

います。 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上していま

す。また、数理計算上の差異

については、従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（９年）による按分額を費用

処理しています。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上していま

す。また、数理計算上の差異

については、従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（９年）による按分額を費用

処理しています。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期において

発生していると認められる額

を計上しています。数理計算

上の差異については、従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（９年）による按分

額を費用処理しています。 

  ────── ────── （追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成18年10月に退

職一時金制度の一部について

確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間移行等に関

する会計処理」（企業会計基

準適用指針第１号）を適用し

ています。移行に伴う影響額

は、特別損失として1,889千円

計上しています。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しています。 

────── 

(5）役員退職慰労引当金 

────── 

（追加情報） 

従来、役員に対する退職慰労

金の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を役員

退職慰労引当金として計上し

ていましたが、平成19年６月

26日開催の定時株主総会にお

いて役員退職慰労金制度を廃

止しました。この制度廃止に

伴い、同総会終結時に在任す

る役員に対する退職慰労金打

ち切り支給額は、各役員の退

任時に支給することとしたた

め、「役員退職慰労引当金」

を全額取崩し、打ち切り支給

額の未払い分については、固

定負債に「その他」として

52,300千円計上しています。 

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく要支給額を

計上しています。 

────── 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

────── リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしてお

り、特例処理を採用していま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

当社の社内管理規定に基づ

き、金利変動リスクを回避す

る目的で行っています。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

以下の要件を満たす金利スワ

ップを締結しています。 

金利スワップの想定元本と借

入金の元本金額が一致してい

ること。 

金利スワップと借入金の契約

期間及び満期が一致している

こと。 

借入金利が変動金利である場

合には、その基礎となってい

るインデックスが金利スワッ

プで受払される変動金利の基

礎となっているインデックス

と一致していること。 

金利スワップの金利改定のイ

ンターバル及び金利改定日

が、借入金と一致しているこ

と。 

金利スワップの受払条件がス

ワップ期間を通して一定であ

ること（同一の固定金利及び

変動金利のインデックスがス

ワップ期間を通して使用され

ていること）。 

従って、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているの

で有効性の判定を省略してい

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっています。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しています。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は4,714,667千円です。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しています。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は6,505,703千円です。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償

却累計額 
1,454,225千円 1,598,390千円 1,522,842千円 

＊２．担保資産及び担保付債

務 

担保に供している資産並びに担保

付債務は次のとおりです。 

担保に供している資産並びに担保

付債務は次のとおりです。 

担保に供している資産並びに担保

付債務は次のとおりです。 

  担保資産  (単位:千円)

投資有価

証券 
650,643 － 

定期預金 10,000 － 

建物 151,385 (147,206)

構築物 653 (653)

機械及び

装置 
20,333 (20,333)

土地 1,631,503(1,621,406)

合計 2,464,519(1,789,600)

担保資産  (単位:千円)

投資有価

証券 
629,447 － 

定期預金 10,000 － 

建物 139,899 (135,921)

構築物 588 (588)

機械及び

装置 
16,827 (16,827)

土地 1,631,503(1,621,406)

合計 2,428,266(1,774,743)

担保資産  (単位:千円)

投資有価

証券 
674,884 － 

定期預金 10,000 － 

建物 145,510 (141,433)

構築物 653 (653)

機械及び

装置 
18,383 (18,383)

土地 1,631,503(1,621,406)

合計 2,480,934(1,781,877)

  担保付債務    

１年以内

返済予定

の長期借

入金 

217,300 (88,400)

長期借入

金 
546,050 (316,600)

合計 763,350 (405,000)

担保付債務    

１年以内

返済予定

の長期借

入金 

464,140 (270,900)

長期借入

金 
188,100 (33,200)

合計 652,240 (304,100)

担保付債務    

１年以内

返済予定

の長期借

入金 

478,340 (285,900)

長期借入

金 
314,320 (62,400)

合計 792,660 (348,300)

  上記金額のうち（ ）内書は、財

団担保並びに当該債務を示してい

ます。 

上記金額のうち（ ）内書は、財

団担保並びに当該債務を示してい

ます。 

上記金額のうち（ ）内書は、財

団担保並びに当該債務を示してい

ます。 

＊３．消費税等の取扱い 仮払消費税等と仮受消費税等は、

中間期末で相殺処理をして流動負

債に「その他」として計上してい

ます。 

仮払消費税等と仮受消費税等は、

中間期末で相殺処理をして流動資

産に「その他」として計上してい

ます。 

────── 

 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

＊４．中間期末日（期末日）

満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中会計期間の末日は

金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理

しています。当中間期末日満期手

形の金額は、次のとおりです。 

同左 期末日満期手形の会計処理につい

ては、当期の末日は金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しています。

期末日満期手形の金額は、次のと

おりです。 

  受取手形 264,610千円 受取手形 20,224千円 受取手形 1,351,757千円

 ５．当座貸越契約 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行７行と当座貸

越契約を締結しています。これら

の契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりで

す。 

同左 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行７行と当座貸

越契約を締結しています。これら

の契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりです。 

  当座貸越極度限度

額の総額 
1,750,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,750,000千円

同左 同左 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１．営業外収益のうち主要

なもの 

受取利息 19千円

受取配当金 11,214千円

受取利息 1,918千円

受取配当金 12,968千円

受取利息 148千円

受取配当金 17,423千円

不動産賃貸料 3,685千円

助成金収入 15,116千円

＊２．営業外費用のうち主要

なもの 

支払利息 10,562千円

社債発行費 3,998千円

支払利息 9,915千円

売上割引 6,514千円

支払利息 21,563千円

社債発行費 9,248千円

＊３．特別利益のうち主要な

もの 

機械売却益 90千円 役員退職慰労引当金

戻入益 

2,622千円 機械売却益 90千円

＊４．特別損失のうち主要な

もの 

機械売却損 269千円 機械除却損 9,121千円

車両売却損 66千円

機械除却損 3,854千円

機械売却損 269千円

減損損失 1,936千円

投資有価証券評価損 1,028千円

確定拠出年金移行時

損失 

1,889千円

＊５．減損損失 ────── ────── 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失

を計上しました。 

当社は、事業用資産とそれ以外の

資産にグルーピングを行っていま

す。その結果、事業用資産グルー

プについて地価の著しい下落が認

められたので、土地について帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（1,936千

円）として特別損失に計上しまし

た。その内訳は、土地1,936千円で

す。なお、当該資産については、

時価の算定方法に固定資産税評価

額等を用いています。 

用途 種類 場所 

福利厚生施設 土地 長野県 

茅野市 

 ６．減価償却実施額 有形固定資産 64,278千円

無形固定資産 891千円

有形固定資産 75,548千円

無形固定資産 4,034千円

有形固定資産 140,500千円

無形固定資産 2,460千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式の増加123千株は、新株予約権行使によるものです。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによるものです。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式（注）１ 10,062 123 － 10,186 

合計 10,062 123 － 10,186 

自己株式         

普通株式（注）２ 12 1 － 14 

合計 12 1 － 14 

(決議） 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 100,495 10 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

(決議） 株式の種類 
配当金の 
総額(千円) 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 61,030 利益剰余金 6 

平成18年９月

30日 

平成18年12月

８日 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2千株は、単元未満株式の買取りによるものです。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

        該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 10,821 － － 10,821 

合計 10,821 － － 10,821 

自己株式         

普通株式（注） 16 2 － 18 

合計 16 2 － 18 

(決議） 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 129,664 12 平成19年３月31日 平成19年６月27日 

(決議） 株式の種類 
配当金の 
総額(千円) 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月15日 

取締役会 
普通株式 75,621 利益剰余金 7 

平成19年９月

30日 

平成19年12月

10日 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式の増加759千株は、新株予約権行使によるものです。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加3千株は、単元未満株式の買取りによるものです。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式（注）１ 10,062 759 － 10,821 

合計 10,062 759 － 10,821 

自己株式         

普通株式（注）２ 12 3 － 16 

合計 12 3 － 16 

(決議） 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 100,495 10 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 61,030 6 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

(決議） 株式の種類 
配当金の 
総額(千円) 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 129,664 利益剰余金 12 

平成19年３月

31日 

平成19年６月

27日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

＊１現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

＊１現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,300,570千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△100,000千円

現金及び現金同等物 2,200,570千円

現金及び預金勘定 2,765,773千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△100,000千円

現金及び現金同等物 2,665,773千円

現金及び預金勘定 4,162,665千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△100,000千円

現金及び現金同等物 4,062,665千円

────── ──────  ２重要な非資金取引の内容 

   

  

新株予約権の行使に

よる資本金増加額 
500,000千円

新株予約権の行使に

よる資本準備金増加

額 

500,000千円

新株予約権の行使に

よる新株予約権付社

債減少額 

1,000,000千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

  該当事項はありません。 １．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額、減損損失累計額相当 

 額及び中間期末残高相当額 

  (1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当 

  額及び期末残高相当額 

──────   ────── 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等   (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額   ────── 

──────    

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

 取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

 相当額及び減損損失 

  (3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

  相当額及び減損損失 

支払リース料 472千円

減価償却費相当額 404千円

支払利息相当額 6千円

  支払リース料 472千円

減価償却費相当額 404千円

支払利息相当額 6千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額 

  を零又は約定契約金額とする定額法に 

  よっています。 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額 

  を零又は約定契約金額とする定額法に 

  よっています。 

(5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース資産の取得価額 

  相当額の差額を利息相当額とし、各期 

  への配分方法については利息法によっ 

  ています。 

  (5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額 

  相当額の差額を利息相当額とし、各期 

  への配分方法については利息法によっ 

  ています。 

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  (減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当期においてその他有価証券で時価のあるもの1,028千円減損処理を行っています。なお、減損処理に当たって

は、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に減損処理を行っています。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 781,836 1,499,120 717,284 

合計 781,836 1,499,120 717,284 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 2,581 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 938,905 1,455,295 516,389 

合計 938,905 1,455,295 516,389 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 2,581 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 804,897 1,532,561 727,663 

合計 804,897 1,532,561 727,663 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 2,581 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は借入金を対象とした金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ会計が適用されているため、開示の対

象から除いています。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社は借入金を対象とした金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ会計が適用されているため、開示の対

象から除いています。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は借入金を対象とした金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ会計が適用されているため、開示の対

象から除いています。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社には、関連会社が存在しませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社には、関連会社が存在しませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社には、関連会社が存在しませんので、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１.１株当たり純資産金額の算定基礎は以下のとおりです。 

 ２.１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定基礎は以下のと 

 おりです。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 463円50銭

１株当たり中間純利益

金額 
78円66銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
76円48銭

１株当たり純資産額 630円 91銭

１株当たり中間純利益

金額 
52円 52銭

────── 

１株当たり純資産額 602円 08銭

１株当たり当期純利益

金額 
180円 28銭

────── 

──────  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載していま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載していま

せん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） － 6,815,821 6,505,703 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － － 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 6,815,821 6,505,703 

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株） 
－ 10,803 10,805 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 793,738 567,484 1,867,571 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 793,738 567,484 1,867,571 

期中平均株式数（千株） 10,090.2 10,804.1 10,359 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間(当期)純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 287.9 － － 

（うち新株予約権付社債（千株）） (287.9) (－) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益額の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

①平成19年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………75,621千円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………７円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月10日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

②役員賞与の算定方法 

 平成19年３月期より法人税法の改正により一定の要件を満たす役員賞与が損金として認められることになり

ました。当社は、監査役会設置会社のため、利益連動給与の支給を採用することを平成19年６月の取締役会に

て決議し、そのための要件として平成20年３月期における役員賞与の算定方法を半期報告書に開示します。 

１．当社の役員賞与の支給総額は次のとおりとします。 

 ①個別財務諸表における損益計算書の経常利益が350,000千円以下の場合は支給しない。 

 ②個別財務諸表における損益計算書の経常利益が350,000千円を超えた場合は、経常利益の2.2％を支給する。た

だし、役員報酬総額（役員給与及び役員賞与の合計額）は、株主総会の役員報酬の限度額を超えないものとす

る。 

２．監査役会の承認 

 監査役会設置会社のため、監査役の過半数が算定方法について適正である旨を記載した書面を受領している。 

３．当社の役員賞与の各役員への配分方法 

 ただし、非常勤の取締役及び監査役は支給の対象としない。 

 取締役の各役職は、平成19年６月の取締役会で選任されたすべての業務執行役員とし、その後の昇格・降格があ

った場合でも配分割合は変更しない。 

 上記の役員賞与は、法人税法、会計基準などで要求されている要件を満たすことが前提となりますが、これらを

満たすことが困難であると認められた場合は、取締役会決議により役員賞与を支給しないことを決議できるものと

する。 

①取締役社長 役員賞与総額の27％ １名 

②取締役会長・専務取締役 役員賞与総額の25％ ２名(各１名) 

③常務取締役 役員賞与総額の20％ １名 

④取締役 役員賞与総額の１％ ３名 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第73期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月27日近畿財務局長に提出 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年９月４日近畿財務局長に提出 

事業年度（第73期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

     

    作成日 平成18年12月21日

井上金属工業株式会社    

  取締役会 御中  

  暁監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 阿部 弘  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 沖 祐治  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている井上金

属工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第73期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、井上金属工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項３．(3)に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より役員

賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成19年12月20日

井上金属工業株式会社    

  取締役会 御中  

  暁監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 沖  祐治  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 津田 穂積  印 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる井上金属工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第74期事業年度の中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、井上金属工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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